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特集：朝鮮半島
研究ノート

忘却できない植民地
―北朝鮮の核・ミサイル開発とグアム

長　島　怜　央
（PRIME 研究員／日本学術振興会特別研究員PD）

1．はじめに──北朝鮮のグアム包囲射撃計画に
ついて

2017年 8 月 9 日朝、朝鮮民主主義人民共和国（以
下、北朝鮮）の朝鮮中央通信が、朝鮮人民軍戦略
軍報道官の 8 日付の声明を配信した。新型中距離
弾道ミサイル「火星12」によるグアム包囲射撃を
検討しているという内容であった。そして、朝鮮
中央通信によって翌10日に伝えられた 9 日付の声
明では、包囲射撃計画について改めて発表し、具
体的な内容を明らかにした。同時発射された 4 発
が、日本の島根、広島、高知の上空を通過し、
3356.7㎞の距離を1065秒（17分45秒）間飛行した
あと、グアムの周辺30㎞から40㎞の海上に落ちる
というものである。

8 日午後（日本時間 9 日未明）、アメリカのド
ナルド・トランプ大統領は、休暇を過ごしている
ニュージャージー州のゴルフ場で政府高官らとの
会議を開いていた。その際、記者団から北朝鮮の
核開発について問われ、「北朝鮮にとっての最善
策は、これ以上、アメリカに対する威嚇行為を行
わないことだ。世界が見たことがない炎と怒りを
受けることになる」と発言した。朝鮮中央通信の
9 日の配信の約 3 時間前のことである。北朝鮮の
8 日付の声明は、直接的には、 5 日（日本時間 6
日）に国際連合安全保障理事会が北朝鮮に対する

制裁決議を全会一致で採択したことや、ハーバー
ト・マクマスター大統領補佐官（国家安全保障問
題担当）が先制攻撃などを含めた「あらゆる選択
肢を（大統領に）提供する」と発言したことに反
応したとみられる（ 1 ）。

では、なぜグアムなのか。アメリカ軍のB-1B
戦略爆撃機が、たびたびグアムのアンダーセン空
軍基地から発進して朝鮮半島に飛来していること
も関係しているであろう。そもそも、グアム海軍
基地とアンダーセン空軍基地があるグアムは、「不
沈空母」「槍の先端」としてアメリカにとって戦
略的に重要な場所とされている。1898年の米西戦
争で、アメリカはスペイン領であったフィリピン、
グアム、プエルトリコを領有した。第2次世界大
戦では、1941年12月に日本軍がグアムを占領した
が、1944年 6 月から 8 月にかけてアメリカ軍が日
本統治下のサイパン、グアム、テニアンとマリア
ナ諸島を占領していき、B-29による日本空襲の
拠点とした。戦後のグアムは島の30％がアメリカ
軍基地となり、アメリカの主要な核基地のひとつ
となる。「アメリカの湖」となった太平洋において、
グアムを含むマリアナ諸島、そしてミクロネシア
は重要な役割を負わされることとなったのであ
る。アンダーセン空軍基地は、朝鮮戦争、ヴェト
ナム戦争、湾岸戦争においても出撃基地となった。
そして2000年代の米軍再編のなかで、グアムに関
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しては沖縄からの海兵隊の移転を含む米軍増強が
計画され、さまざまな面から基地機能の強化が進
められている。さらには、いくつかの計画によっ
て、マリアナ諸島全体がアメリカ軍最大の軍事演
習場となりつつある（ 2 ）。こうした軍事演習場は、
アメリカ軍だけでなく同盟諸国の軍隊も使用する
ものである。

このことは、裏を返せば、アメリカと敵対する
国々の標的となることでもある。現にロシア（旧
ソビエト連邦）、中国、北朝鮮のミサイルがグア
ムに向けられてきたし、アメリカ軍やグアムの人
びとはそのことを意識してきた。北朝鮮がグアム
を名指ししたのは2017年 8 月が初めてではない。
2013年 3 月31日、朝鮮労働党の機関誌『労働新
聞』電子版は、「横須賀、三沢、沖縄、グアムは
もちろんアメリカ本土もわれわれの射撃圏内にあ
る」と、在日アメリカ軍基地とともにグアムを攻
撃対象に挙げた（ 3 ）。同年 2 月12日に 3 度目の核
実験を行った北朝鮮に対する非難の声が国際社会
で高まるなかでのことであった。これによって、
グアムへのTHAAD（高高度防衛ミサイル）配備
が前倒しで行われた。アメリカ軍基地があること
によって他国に標的にされ、標的にされることに
よって基地機能強化が行われ、そのことがさらに
他国を刺激するということの繰り返しである。い
ずれにせよ、軍事基地を置くことが何を意味する
のかということを、グアムの状況は明確に示して
いる。

アメリカによるグアムのような島の軍事拠点化
は、こうした島の政治的地位によって可能になっ
ている。グアムはアメリカの非編入領土であり、
州や州の一部ではない。連邦議会においては、下
院に本会議での議決権のない代表 1 名を送ること
ができるだけである。大統領選挙では、住民は予
備選挙・党員集会には参加できるが、本選挙では
非公式投票しか行えない。1950年に住民にアメリ
カ市民権が付与され、1952年には出生地主義が適

用されるようになったが、そうしたグアムの政治
的地位ゆえにグアムの住民はアメリカの 2 級市民
あるいは 3 級市民といえる（ 4 ）。このように住民
の国政への参加が著しく制限された植民地である
ことは、軍事基地が置かれていることと切り離す
ことができない（ 5 ）。世界各地のアメリカ軍基地
と現地社会を調査してきた文化人類学者デイ
ヴィッド・ヴァインが論じるように、アメリカとい
う「基地国家（Base Nation）」は、属領（territories）
との植民地主義的関係を維持することによって成
り立っているのである。アメリカは、こうした属
領を「ここではやりたいことができる」場所とし
て維持し、実際に多くの「やりたいこと」をやっ
てきた（ 6 ）。

軍事的に重視されつつも、政治的・社会的に軽
視されるというのが、アメリカにおけるグアムの
立場である。そして、そのような逆説が鮮明に浮
かび上がったのが、2017年 8 月の北朝鮮の包囲射
撃計画発表に対するアメリカ社会の反応であった。

本稿は、同計画発表直後、つまり2017年 8 月10
日から 9 月末までのアメリカの新聞や雑誌におけ
る関連記事を材料に、それらから見えるアメリカ
におけるグアムの位置づけを明らかにし、アメリ
カの植民地主義と軍事主義について考察する。「忘
れられた植民地」「忘れられた前線」のように、
グアムはたびたび「忘れられた」と形容される。
しかしながら、アメリカにとってグアムはけっし
て忘却できるような存在ではないのではないか。
だとすると、この「忘れられた」という言辞は、
いったい何を意味するのであろうか。本稿は、こ
の点について、アメリカのナショナリズムや記憶
のポリティクスの問題としても考察する必要があ
ることを提起する。

2．アメリカの地図のなかのグアム

2017年 8 月の北朝鮮によるグアム包囲射撃計画
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の発表は、結果的に、アメリカ社会におけるグア
ム認識を考察するためのまたとない機会となっ
た。アメリカのメディアでグアムのことが集中的
に取り上げられることは稀である（ 7 ）。たとえば、
グアムの人びとは国際連合で脱植民地化を訴えて
きたが、アメリカのメディアではほとんど黙殺さ
れてきた。日本占領中に被害を受けた住民への補
償に関する法案が、長年にわたって連邦議会に提
出され、ようやく2016年12月に成立したが、これ
も同様にアメリカのメディアや国民にほとんど関
心を持たれてこなかった。しかし、同計画の発表
によって、多くのアメリカ人が「グアムとは何
か？」と反応を示したのである。興味深いのは、
それによって、アメリカ社会におけるグアム認識
がかつてないほどあらわになったということであ
る。

総じて、アメリカ人はグアムのことを何も知ら
ない。そこに基地がある（あるいは「そこが基地
である」）という認識を持っている者はアメリカ
軍関係者を中心に一定数いるであろう。しかし、
たとえば、そこでチャモロ人が暮らしていること
や彼らがアメリカ市民であることだけでなく、そ
こがアメリカであることさえも、ほとんどのアメ
リカ人は知らない（ 8 ）。アメリカで一般的に使用
されている地図には、せいぜいアラスカ州とハワ
イ州が左下の余白に配置されているだけで、グア
ムを含めた海外領土が含まれていないことを考え
ると、それは無理からぬことかもしれない。こう
した地図は、アメリカにおける非編入領土の位置
づけをもっともわかりやすく示している（ 9 ）。

アメリカとグアムの関係を考えるときには、日
本と沖縄の関係を参照するとわかりやすい部分も
あるが、以上のことを踏まえると両関係の相違も
みえてくる。日本では、沖縄のことを聞いたこと
がないとか、沖縄が日本だとは知らないといった
話は、非常に奇妙に聞こえる。ほとんどの人たち
は沖縄の文化や歴史について何らかの知識やイ

メージを持っているであろうし、多くの人たちが
観光などで実際に訪れたことがあるであろう。た
とえば、沖縄を消費する一方でアメリカ軍基地の
問題を直視しないことが日本では批判される。し
かしそれとは異なり、アメリカではグアムのこと
を知っている人がいたとしても、多くはアメリカ
軍基地がある島という程度の認識でしかない。多
くのアメリカ人は、ハワイを越えてグアムを訪れ
ることもない。ハワイはアメリカ人を中心とした
世界各地の人びとにとっての観光の島であるが、
グアムは日本人や韓国人を中心としたアジア人に
とっての観光の島である。

そうした事情からか、アメリカのメディアにお
けるグアムに関する記事は似通ったものが多い。
アメリカにとって比較的重要なグアム関連の出来
事があったときには、『ニューヨーク・タイムズ』
紙のようなアメリカの主流メディアや他の英文メ
ディアにも現地取材に基づいた記事が載ることが
ある。米軍増強計画を契機にそうした機会は増え
ているように思われるが、それ以前の記事は非常
に少ない。しかしながら、そうした記事の内容は
目新しいものではない。非編入領土であること、
重要なアメリカ軍基地があること、アメリカに対
する愛国心の強い住民が多いこと（アメリカ軍入
隊者が多いことなどが例証となる）、政治的地位
をめぐる動きがあること、日本人の観光地である
ことなどの説明が中心で、いくつかの情報が更新
されるだけである（10）。すなわち、アメリカ国民
のほとんどはグアムについてまったく知らないの
で、その程度の情報で記事の内容としては十分と
されるのであろう。

3．アメリカのメディアがおかした「誤報」

さて、北朝鮮のグアム包囲射撃計画に関するア
メリカの報道のなかで、もっともわかりやすくア
メリカにおけるグアム認識を示したといってもよ
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いのが、一部で話題となった、FOXニュースの
作成したビデオである。 8 月 9 日の第一報後、
FOXニュースは北朝鮮のミサイルの射程に入っ
ているアメリカ軍基地を説明する約 1 分半のビデ
オを公開した（11）。「そのならず者国家のミサイ
ル・システムが直接的に脅かしているのは、アジ
ア、そして潜在的にはこの地域に駐留するアメリ
カ軍である」とし、ミサイルの種類ごとにその射
程内のアメリカ軍基地とそこに駐留するアメリカ
軍兵士の数を説明していく。韓国と日本に関する
説明に続いて、中距離弾道ミサイルのムスダンの
ところでグアムが登場する。アンダーセン空軍基
地（ビデオでは「アンダーソ

4

ン」と誤っている）
とグアム海軍基地が挙げられ、「影響を受けるア
メリカ人総数：3831人」と表示される。

しかし、グアムの人口約16万人のうち、アメリ
カ人（アメリカ国民）は約13万人である（12）。「3831
人」というのはグアムに駐留しているアメリカ軍
兵士のことを指していると思われる。それゆえ、

「影響を受けるアメリカ人総数：約13万人」とす
るか、「影響を受けるアメリカ軍兵士：3831人」
とするのが正しい。実際、誤りに気付いたFOX
ニュースは、「影響を受ける現役アメリカ軍兵士：
4200人」と修正した（13）。同様の誤りは、AP通信
の記事にもみられた。「アメリカは金正恩のミサ
イルを撃ち落とすべきか」という記事は、グアム
については「7000人のアメリカ軍兵士」のみに言
及した。のちに、「アメリカ人民間人16万人」を
付け加えて修正した（14）。

ここで留意すべきは、アメリカのメディアがな
ぜこのような誤りをおかしてしまったのかという
ことである。そうしたメディアの側は、グアムに
アメリカ軍基地があり、一定数のアメリカ軍兵士
が駐留していることを認識している。アメリカ軍
にとって戦略的に重要な拠点であるとも理解して
いたであろう。だが、グアムがアメリカの属領（非
編入領土）であること、そこに16万人以上の人び

とが暮らしていること、その大多数が国籍上はア
メリカ人であること、チャモロ人という被植民者
が存在すること、あるいは先住民としての権利を
主張する人びとがいること、脱植民地化を求める
人びとがいることなどは、知らなかったか、忘れ
ていたのであろう。

4．トランプ大統領にとってのグアム

FOXニュースの報道以上に、グアムとアメリ
カの認識の隔たりを感じさせたのが、ドナルド・
トランプ大統領がグアムのエディ・カルボ知事へ
の電話のなかで語った内容である。第一報から 3
日後の 8 月12日の朝、自宅にいるカルボ知事のも
とに大統領主席補佐官のジョン・ケリーから電話
があり、ホワイトハウスが北朝鮮の状況を注視し
ているのでグアムは安全であるという旨が伝えら
れた。その後、ホワイトハウスから再度電話があ
り、トランプ大統領がカルボ知事と直接話した
がっているということが伝えられ、 3 分余りの電
話会談が実現した。トランプ大統領は休暇で
ニュージャージー州ベッドミンスター滞在中で
あった。

カルボ知事がスマートフォンでトランプ大統領
と話す様子は、世界中の人びとが目にすることが
可能である。なぜなら、そのときのカルボ知事を
家族か知事のスタッフかがビデオ撮影し、知事が
自身のフェイスブックや他のソーシャル・メディ
アのアカウントでそのビデオを即座に公開したか
らである（15）。

問題となったトランプの発言、カルボ知事との
やり取りはつぎの部分である。

トランプ大統領：エディ、言っておきたいの
だけど、ものすごく有名になっちゃったね。
世界中の人たちが、グアムのこと、きみたち
のことを話しているよ。確かなことは、グア



― 61―

忘却できない植民地

ムの観光業が大きくなっていって、何の費用
もかけずに10倍になるってことだよ。おめで
とう。そこはとても美しい場所のようだね。
カルボ知事：楽園ですよ。すでに客室稼働率
は95％ですが、この件が落ち着いたら、
110％になるでしょうね。
トランプ大統領：ちょうど110％に達したと
思うよ。

要するに、北朝鮮の包囲射撃計画が大きく報じ
られ、それによってグアムのことが知れわたるこ
ととなり、その宣伝効果でグアムを訪れる人が増
え、グアムの観光業がさらに成長する、とトラン
プ大統領は述べたのである。

しかし、いくら知名度が上がっても、北朝鮮に
よる軍事攻撃の標的としてならば、観光で訪れる
ことをためらう人が大勢出てくることは、常識的
に考えて明らかである（16）。経営者であろうとな
かろうと、トランプ大統領自身もそのことはわ
かっていたであろう。

では、なぜこのような発言をしてしまったのか。
あくまでも推測の域を出ないが、トランプ大統領
は、自分の言動がグアムに悪影響をおよぼしてい
ることに後ろめたさを感じていたのではないであ
ろうか。自らの挑発的な姿勢が、北朝鮮に包囲射
撃計画を発表させることになり、グアムの人びと
を不安に陥れた。それだけでなく、観光が主要産
業であるグアム経済にまで大打撃を与えかねな
い。トランプ大統領はそのことに後ろめたさを感
じていたからこそ、何らかの形で言及せずにはい
られなかったのであろう。このきわめて稚拙な発
言に関するこのような理解は、彼のこれまでの攻
撃的で非を認めない言動や態度とも矛盾しないよ
うに思われる（17）。

カルボ知事はトランプ大統領の発言を当初はあ
まり問題視していなかったようである。自宅でト
ランプ大統領と電話している自分の様子を撮影し

たビデオを、積極的に公開した。大統領と電話で
話せてうれしかったのであろうか、それともその
ビデオを公開することで自分の威信につなげるこ
とができると思ったのであろうか。電話会談の冒
頭部分で「私たちは1000％あなたたちとともにい
るよ。大丈夫だ。きみに電話で挨拶したかったん
だ。元気かい？」というトランプ大統領に対し、
カルボ知事は「大統領、グアムの知事として、ア
メリカ市民として、あなたが大統領の座について
いるときほど安心や自信を感じたことはありませ
ん」と応じてトランプ大統領を喜ばせている。そ
して、トランプ大統領の観光に関する発言につい
ても、カルボ知事は笑いながら調子を合わせてい
たのである（18）。

ちなみに、グアムではトランプ大統領の人気は
高いわけではない。非編入領土であるグアムでも、
予備選挙・党員集会が開催され、大統領選挙の本
選挙のときに投票が行われる。しかし、本選挙の
ときは非公式投票なので、全体の選挙結果には
まったく影響しない。ただし、グアムの非公式投
票はアメリカにおいて一定の注目を集めてきた。
まず、「アメリカの一日が始まるところ」という
キャッチフレーズを持つように日付変更線の西に
位置するグアムでは、アメリカ国内でもっとも早
く投開票が行われることになる。それだけでなく、
これまでの大統領選挙では、グアムの結果がアメ
リカ全体の結果と同一となってきた。それゆえ、
このグアムの「予言」は、選挙時に少しは注目さ
れてきたのである。2016年11月の本選挙時の非公
式投票では、 3 万2071票が投じられ、そのうちの
約72%がヒラリー・クリントン、約24%がドナル
ド・トランプの得票だった（19）。つまり、今回は「予
言」が当たらなかった。そして、投票率の低さと
いう問題はあるが、この結果だけを見ると、アメ
リカ全体と比較してグアムではトランプ支持者は
非常に少ない。

しかも共和党のカルボ知事自身、もともとトラ
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ンプ大統領支持ではなかった。2016年 1 月の段階
で、テキサス州選出の上院議員であるテッド・ク
ルーズを大統領候補として支持すると表明してい
た。グアムや他の太平洋諸島の問題をもっとも理
解しているという理由からであった。そのような
なか、3 月のグアムでの共和党の党員集会の前に、
トランプはグアムの人びとに宛てた書簡で自身へ
の支持を求めた。

地理的に、非編入領土やコモンウェルス〔自
治領〕は、とくに太平洋の場合は、外国の勢
力による侵略の可能性に対する防衛の外堀と
して私たちの国防にきわめて重要です。もし
予備選挙で合衆国、非編入領土、コモンウェ
ルスの人びとの票を光栄にも得て、大統領に
選出されたなら、すべての市民、とくに長い
間無視されてきた人びとに対する平等や公平
さを回復させます。（20）

しかし、同年 5 月初めにトランプの党指名獲得
が確定すると、グアムの共和党はトランプ支持を
打ち出さざるを得なくなり、グアムの代議員の議
長も務めるカルボ知事もつぎのように発表した。

私自身は民間部門出身で、議員、そして知事
になりました。グアムの経済は非常に好調で
すし、その要因には成長促進、ビジネス促進、
軍事促進であり、市民個々人の尊厳を尊重す
る財政保守の立場を保持してきたことがあり
ます。（21）

カルボ知事は自らがトランプと近い立場にある
ことを強調し、トランプ支持を表明した。

5．「忘れられた」島

『ワシントン・ポスト』紙、『ニューヨーク・タ

イムズ』紙、『USAトゥデイ』紙、『FOXニュース』
を含めた多くのメディアが、北朝鮮のグアム包囲
射撃計画発表に反応して、グアムとは何なのか、
どこにあるのか、どのような人びとが住んでいる
のか、なぜ北朝鮮の標的にされているのか、など
といった基本的事実を解説する記事を出した。そ
れだけ、アメリカ国民がグアムのことを知らない
ということである。

アメリカ国内メディアにおいては、そうしたグ
アム概説記事とは別に、グアム出身者やグアム在
住者がグアム社会の実相を伝えようとする記事も
目につく。それらの記事は、グアム社会がアメリ
カ化されており、グアム住民のアメリカ人として
のアイデンティティが強いにもかかわらず、アメ
リカ国民がグアムのことを「忘れている」という
ことを強調している点で共通しており、興味深い。
『ワシントン・ポスト』電子版には、「グアム─

────────16万人のアメリカ人が暮らす植民地化された島
国は、危機にさらされているだけでなく、たびた
び忘れられている」（ 8 月11日付）という論考が
掲載された（22）。同紙のソーシャル・メディア編
集長という肩書きの著者は、グアム出身であり、
ファミリーネームからおそらく韓国系である。「グ
アムのアメリカ人はたびたび忘れられている。北
朝鮮が核ミサイルで脅したあとでも」と述べ、前
述のFOXニュースやAP通信の報道に関する一連
の経緯を詳しく紹介している。FOXニュースの
作成したビデオについては、「すくなくとも、報
道の対象〔グアム〕についていくらか正直である」
と指摘する。

この論考は、アメリカ本土の人びととのグアム
への無関心とは対照的に、グアムの人びとがいか
にアメリカ、とくにアメリカ軍基地に愛着を感じ
ているかについても言及している。

1980年代にグアムで過ごしたが、私たちのよ
うな親が軍人ではない子供たちには、「基地
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のなか」に入ることはディズニーランドに行
くことのようであった。私たちを基地に招待
してくれるような軍人の家族と知り合いであ
ることは、特権的であるように感じられた。
基地はきれいなところだった。（23）

『ニューヨーク・タイムズ』紙に掲載された「グ
アム、アメリカの忘れられた前線」（ 8 月15日付）
という論考の寄稿者のひとりニール・ウィーアは
グアム出身の弁護士で、アメリカ海外領土の住民
に平等の権利を付与することを求める運動団体

「ウィー・ザ・ピープル・プロジェクト（We the 
People Project）」の代表を務めている。もうひと
りのロドニー・クルスはグアム在住の退役軍人で、
イラク・アフガニスタン・湾岸戦争における太平洋
出身の帰還兵を支援する団体（Iraq, Afghanistan 
and Persian Gulf Veterans of the Pacifi c）の代
表である。この論考も、見出し通り、グアムが軍
事基地として重視されつつも、アメリカにおいて
忘れられた存在であることを指摘している（24）。

数日前、北朝鮮がグアム周辺の海にミサイル
4 発を試射する計画を作成していることを明
らかにした。しかし、アメリカ人のなかには、
金正恩の軍事力による威嚇に不安を感じるよ
りも、ハワイから西に4000マイル離れた太平
洋の小さな島グアムがアメリカの一部である
ことに驚いている者もいるようである。（25）

そして、この論考もグアムの側の愛国主義的な
側面を強調する。非編入領土であることの不利益
を説明したあと、つぎのように述べる。

このことは、小さなグアムにおける軍入隊率
がどの州よりも高いことを考えると、とくに
不公平に思われる。結果として、イラク・ア
フガニスタン戦争でのグアムの死傷者率は全

米平均の 4 倍である。グアム住民の 8 人に 1
人までが退役軍人である一方で、連邦政府の
退役軍人への医療ケアの一人当たりの支出で
グアムは最下位になっている。（26）

この記事の最後の部分では、退役軍人であり、
1985年から1993年まで連邦下院のグアム代表でも
あった故ベン・ブラスの「戦時では平等だが、平
時では不平等」という言葉が紹介されている。
『タイム』誌の「嵐の前のグアム──トランプ

と金正恩のあいだに挟まれた島での生活」（ 8 月
16日付）の記事もつぎのように述べる。

最近まで、ミクロネシアのマリアナ諸島の南
端にあるグアムという210平方マイルのアメ
リカ領は、多くのアメリカ人によく知られて
いなかった。グアムを訪れるために太平洋を
横断する6000マイルの旅をする人はほとんど
いないし、グアムの椰子の木が並ぶ砂浜やフ
ラミンゴ色の夕日に引き寄せられるのはほと
んど韓国人や日本人の観光者である。しかし
平壌からの脅威が、アメリカ、そして世界の
目をこの島と16万3000人のアメリカ人住民に
向けさせた。（27）

そして、グアムのアメリカ軍基地についてつぎ
のように述べる。

これはヴェトナム戦争での重要な出撃基地で
あったし、 8 月 7 日にB-1B爆撃機が朝鮮半
島上空を飛行するために発進したのもここか
らである。世界でもっとも大きな軍隊のアジ
アにおける槍の先端であり、したがって標的
でもある。（28）

他方で、第 2 次世界大戦での日本占領中の住民
の苦難とそれによるアメリカ愛国主義の高揚に言
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及する。アメリカの大型小売店Kマートがあるこ
とやスパムの一人当たりの消費量が世界でもっと
も多いことなど、グアムがいかにアメリカ化され
た島であるかも説明される。しかしながら、
FOXニュースがグアムには3831人のアメリカ人
しかいないと述べたときに、「グアム人のアメリ
カへの愛とアメリカのグアム軽視のあいだのコン
トラストは悲しいまでに大きくなった」（29）。

テキサス州パレスティーン市の地元紙『パレス
ティーン・ヘラルド―プレス』電子版には、「グ
アムへの脅威は、すべてのアメリカ人のものでも
ある」（ 9 月 5 日付）というコラムが掲載された

（30）。著者は、テキサス州民にとってのグアムに
ついてつぎのように述べる。

多くのテキサス人にとって、グアムという島
も国も、世界地図上の小さな点にすぎない。
つまり、「ロビンソン・クルーソー」の物語
から出てきた想像上の楽園の島である。私は
アメリカ海軍の兵士であったときにグアムで
2 年半暮らしたため、グアムがそうではない
ことを知っている。（31）

それほど、アメリカ人のほとんどがグアムと聞
いて具体的なイメージが湧かないということでも
ある。

著者はグアムの歴史、アメリカ軍基地、文化、
観光業について簡単に説明したあと、グアムとグ
アム住民についてつぎのように強調する。

その住民は私たちの兄弟姉妹である。何か深
遠な、あるいは詩的な意味においてではない。
彼らはアメリカ人である。（中略）遠く離れ
た架空の土地ではない。この島は地図上にピ
ンで示される、たんなる軍事的資産ではない。
アメリカ領であり、その住民はあなたや私と
同じアメリカ人なのである。／そして今日の

グアムでは、アメリカ人の生命が危うくなっ
ている。（32）

これらの記事は、アメリカ軍にとってのグアム
の重要性を前提としつつ、アメリカのグアム忘却
とグアムのアメリカ愛国主義のあいだの隔たりを
指摘し、それを嘆いたり、戒めたりしている。グ
アムはこのような危機のときだけメディアに取り
上げられ、再び忘れ去られていくのであろうか。

しかしながら、アメリカにおいてグアムが「忘
れられている」という説明には矛盾がある。「槍
の先端」として自国の安全保障にとって重要な拠
点を、アメリカが「忘れる」わけがないからであ
る。すなわち、冒頭でも述べたように、アメリカ
はグアムを軍事的に重視しつつ、政治的・社会的
に軽視しているのである。あるいは、アメリカ軍
は重視しているが、アメリカ国民のほとんどは忘
れているといえるのかもしれない。にもかかわら
ず、多くの人びとがグアムをたんに「忘れられた」
島として語っている。

6．忘却という問題

デイヴィッド・ヴァインは、『ワシントン・ポ
スト』電子版に掲載の「ほとんどの国と異なり、
なぜアメリカはいまだに植民地を保持しているの
か」という論考で、北朝鮮のグアム包囲射撃計画
発表後に改めてグアムについて論じている（33）。
そのなかで、アメリカの海外領土についてつぎの
ように述べる。

プエルトリコ、アメリカ領ヴァージン諸島、
グアムの人びとも、あまり言及されない北マ
リアナ諸島コモンウェルスやアメリカ領サモ
アの人びともみな、危機のとき以外は忘れら
れていることに慣れている。しかし忘れられ

4 4 4 4 4 4 4

ていることは
4 4 4 4 4 4

、
 ・

彼らの抱えるもっとも大きな
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
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問題ではない
4 4 4 4 4 4

。
・
政治家が特定のアメリカ市民

〔属領のアメリカ人〕の自由を保護すること
より軍の運用の自由を長きにわたって優先し
てきたので、彼らは 3 級市民の状態に留め置
かれており、十全な民主的権利を得ることが
できないままである。（34）（強調は引用者）

ヴァインは、連邦議会で下院に 1 名の代表しか
送ることができないワシントンDCの人たちを 2
級市民、同じく下院に 1 名の代表を送ることしか
できず、大統領選挙への参加も制約されている属
領の人たちを 3 級市民、その属領のなかでもアメ
リカ市民権の出生地主義が適用されていないアメ
リカ領サモアの人たちを 4 級市民と分類している。

ここで重要なのは、「グアムのような属領がア
メリカ軍の力のまさに中心にあるのはなぜなの
か」という問いへの、「それらの属領の住民には
市民としての十全な権利がないから」というヴァ
インの答えである（35）。アメリカ国外に置かれて
いるアメリカ軍基地は、駐留先の法律や地元住民
に非常に気を遣わなければならない。50州にある
アメリカ軍基地も、国内の環境規制などの制約が
あるし、連邦議会議員による厳しい目がある。属
領はそうした問題があまりなく、使い勝手がいい
というわけである（36）。

このように軍事的に重視されつつも、政治的・
社会的に軽視されてきたグアムは、本稿でも確認
したように、「忘れられた植民地」「忘れられた前
線」のように「忘れられた」と形容されることが
少なくない。辺境にあるがゆえにアメリカ社会か
ら忘れられた存在になっているということであろ
う。

しかしながら、実際にはアメリカ政府や軍は、
軍事的に重視するグアムの政治・経済・社会やそ
こで暮らす人びとのことを忘れていたわけではな
い。グアムは辺境の放置されてきた島ではない。
第 2 次大戦後、アメリカはグアム社会を着実にア

メリカ化・軍事化してきた。そして、さまざまな
局面で、アメリカ政府や軍はグアムの人びとに
よってその植民地主義や軍事主義を非難されてき
た（37）。グアムの基地に所属したことのあるアメ
リカ軍兵士にとっては、太平洋に浮かぶアメリカ
領の島での快適な暮らしは「忘れられない」思い
出となるであろう。だが、そのような個人的なレ
ベルの話ではなく、アメリカ政府や軍は「槍の先
端」であるグアムのことを忘れることはできない
のである。

グアムのようなアメリカの領土は、アメリカが
たんに忘れているというよりは、アメリカという
国にとって部分的に忘れなければならない存在で
あるともいえる。換言すると、アメリカにおいて
半ば意図的に、部分的に不可視化された存在であ
る。先の引用文の強調部分のように、ヴァインは

「忘れられていること」よりも 3 級市民状態にあ
ることのほうが問題であると主張する。だが、属
領（植民地）やそこで暮らす人びとのことを「忘
れること」によってこそ、アメリカの軍事主義や
植民地主義は完遂されるのである。グアムが「忘
れられた」島として語られるとき、その「忘れら
れた」状態は、辺境の地ゆえの自然なこととされ
ている。そして、グアムが植民地であることや軍
事的負担を負っていることが不可避であるかのよ
うである。

しかしながら、アメリカ国民が、グアムのよう
な属領、とくに軍事的に重視されてきた島々をど
のように忘れてきたのかというプロセスが問われ
なければならない。そうした島々は、アメリカに
おいてどのように語られてきたか、あるいは語ら
れてこなかったか。北朝鮮のグアム包囲射撃計画
をめぐるアメリカのメディアの反応は、アメリカ
においてグアムが「忘れられている」ことを改め
て思い起こさせてくれるものであると同時に、そ
のことを植民地主義や軍事主義と関連したアメリ
カのナショナリズムや記憶のポリティクスの観点
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から考え直す必要性を痛感させるものであった。

付記
本研究はJSPS科研費16H03694と17J06645の助

成を受けたものです。
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